
 

『令和３年度税制改正大綱（９） 海外向け優遇と引き締め策等』 
 

 今回の改正では、海外から事業者や人材、資金を呼び込む観点から様々な措置が図られる中、法人

税においては、投資運用業を主業とする非上場の非同族会社等の役員に対する業績連動給与につい

て、投資家の事前承認（支給する旨及びその算定方法のファンド契約書等への記載、又は投資事業有

限責任組合の集会等での報告）を得る、算定方法や根拠となる業績等を金融庁ホームページで公表

すること等の要件を満たしたうえで、損金算入が可能となった。 

 内国法人が外国子会社から受ける配当等の額に係る額については、以下の通り見直される。配当等

の額のうち、１）外国子会社配当益金不算入制度の適用を受ける部分の金額に係る外国源泉税等の額

の損金算入は、外国子会社合算税制との二重課税調整の対象とされる金額に

対応する部分に限る２）外国子会社配当益金不算入制度の適用を受けない部

分の金額に係る外国源泉税等の額の外国税額控除は、外国子会社合算税制と

の二重課税調整の対象とされない金額に対応する部分につき適用を認める。 

 一方、エネルギー関連では、再生可能エネルギー発電設備等の特別償却制

度、及び高度省エネルギー増進設備等を取得した場合の特別償却又は税額控

除制度は、いずれも本年３月３１日をもって廃止される。 
       

 

 『経常黒字幅、大幅縮小―２年 サービス収支が赤字転化』 

 
 財務省が発表した令和２年の国際収支状況（速報）によると、「サービス収支」が赤字に転化したことな

どから「経常収支」は黒字幅を縮小した。「サービス収支」の赤字転化は「旅行収支」の黒字幅縮小など

が要因。政府観光局によれば、新型コロナウイルスの影響で同年の訪日外国人旅行者数は４１１万５，９

００人と前年比８７.１％、出国日本人数も３１７万４，２００人と同８４．２％とともに急減。その影響で「旅行収

支」を含む「サービス収支」は前年比３兆６，６１０億円も悪化、３兆５，３６２億円の赤字に転化した。一方

「貿易収支」は輸出が同８兆７，０３２億円減少し６７兆３，２７７億円、輸入も１１兆３，６７７億円減って６４兆

２，８２０億円となり、黒字幅が２兆６，６４５億円拡大して３兆０，４５７億円の黒字となった。「貿易収支」の

黒字幅拡大は、輸入額の減少が輸出額の減少を上回ったため。その結果、「貿易・サービス収支」は４，

９０５億円の赤字となった。「第１次所得収支」は２０兆７，１７５億円の黒字（黒字幅が６，７８０億円縮小）、

一方「第２次所得収支」は２兆５，２９４億円の赤字（赤字幅が１兆１，５３９億

円拡大）。以上より「経常収支」は１７兆６，９７６億円の黒字となり、黒字幅が

２兆８，２８３億円縮小した。 
  

 
 出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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